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Ⅰ  利 用 上 の 注 意 
 

１ 卸売業、小売業に関する集計について 

（１） 本書は、総務省・経済産業省「令和３年経済センサス-活動調査」(以下「３年活動

調査」という。）の調査結果のうち、滋賀県内の産業大分類が卸売業および小売業の

事業所（以下「事業所」という。）について以下のとおり集計したものです。 

   

① 統計表第１表（表紙、「Ⅱ 結果の概要」中の「１ 滋賀県と全国の状況」の数値） 

    産業大分類が卸売業および小売業に格付された事業所を全て集計対象としています

が、年間商品販売額および売場面積は数値が得られた事業所について集計しました。 

 

  ② 統計表第２～11 表（「Ⅱ 結果の概要」中の「２ 滋賀県の産業特徴」以降の数値） 

    産業大分類が卸売業および小売業に格付された事業所のうち、以下の全てに該当す

る事業所について集計しました。 

ア 管理、補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと  

イ 産業細分類が格付不能の法人組織の事業所または産業小分類が格付不能の個人経営

（法人でない団体を含む）の事業所ではないこと 

ウ 卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額および仲立手数料のい

ずれの金額も無い法人組織の事業所ではないこと 

 

  ③ 統計表第 12－１表および第 12－２表 

 ②の集計対象事業所について、個々の商品別に事業所数および年間商品販売額を積

み上げて集計しました。そのため、事業所数は延べ数になっています。 

 

このため、上記①、②および③の各統計表ではそれぞれ集計対象および方法が異なる

ことから事業所数、従業者数、年間商品販売額が一致しません。 

なお、①および②の売場面積については、当該調査項目の数値が得られた事業所が同

じであることから、同値となっています。（以下の参考を参照） 

 

  参考：統計表間の卸売業および小売業の合計値の比較  

統計表 事業所数 従業者数 

（人） 

年間商品販売額

（百万円） 

売場面積 

（㎡） 

第１表 12,061 105,272 2,653,765 1,855,037 

第２～11 表 10,516 92,150 2,603,751 1,855,037 

第 12－１表 

第 12－２表 

27,522 

（延べ数） 
－ 2,598,677 － 

 

（２） 本書の集計結果は、「３年活動調査」の調査票情報を滋賀県が独自集計したもので

あり、総務省および経済産業省から公表される数値と相違する場合があります。  

   また、本書の集計結果は確報結果であり、「３年活動調査」の速報結果とは異なって

います。 

 

（３） 調査結果のうち、年間商品販売額は令和２年１年間、事業所数、従業者数等の経理

事項以外の事項は令和３年６月１日現在の数値です。 
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（４） 従業者数は「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」および「常用雇用

者」の計であり、「臨時雇用者」を含みません。（139ページ 用語の解説 １（７） 

参照） 

  

（５） 年間商品販売額については、原則消費税込みで把握していますが、一部の消費税抜きの回答

については、「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライン

（平成27年5月19日 各府省統計主管課長等会議申合せ）」に基づき、消費税込みに補正した上

で結果表として集計しています。 

＜ガイドライン＞ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000777097.pdf 

 

（６） 調査票の欠測値や回答内容の矛盾などについて精査し、平成28年経済センサス‐活動調査、

令和元年経済センサス‐基礎調査および経済構造実態調査ならびに報告者の公開情報等を基

に、補足訂正を行った上で結果表として集計しています。 

＜欠測値等の取扱いについて＞ 

https://www.stat.go.jp/data/e-census/2021/kekka/pdf/hotei.pdf 

 

 

２ 統計表について 

（１） 各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場

合があります。また、比率（％）の表記は、各数値を小数点以下第２位で四捨五入して

おり、比率の合計が100.0％にならない場合があります。 

 

（２） 統計表中の符号等は以下のことを示しています。  

     ① 「－」は、皆無または該当数値のないもの。 

   ② 「０」は、四捨五入による単位未満。 

     ③ 「△」は、マイナスまたは減少。 

     ④ 「Ｘ」は、数値を秘匿した箇所。 

   (※)「Ｘ」（秘匿）は集計対象となる事業所が１または２であるため、集計結果をそのまま公表

すると個々の報告者の秘密が漏れるおそれがあるため秘匿した箇所です。また、集計対象が３

以上の事業所に関する数値であっても、集計対象が１または２の事業所の数値が合計との差し

引きで判明する箇所は、併せて「Ｘ」としました。 

 

（３） 統計表中の「不詳」とは、当該項目について調査をしていない以下の項目および当該

項目の数値が得られなかったことを表しています。 

① 「売場面積」については、当該項目について調査をしていない牛乳小売業（宅配専門）、

自動車小売業（新車・中古）、建具小売業、畳小売業、ガソリンスタンド、新聞小売業

（宅配専門）の事業所ならびに訪問販売、通信・カタログ販売、インターネット販売等

で売場面積の無い事業所を不詳としています。 

②「開店時刻・閉店時刻」および「営業時間階級」については、営業時間に関する項目

について調査をしていない牛乳小売業（宅配専門）、新聞小売業（宅配専門）の事業所

を不詳としています。 

 

 

 

 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000777097.pdf
https://www.stat.go.jp/data/e-census/2021/kekka/pdf/hotei.pdf
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３ 時系列比較にかかる留意点について 

  集計結果の時系列比較を行う際は、以下の点について十分に留意が必要です。 

（１）「３年活動調査」においては、個人経営の事業所の年間商品販売額および売場面積を調査して

いないことから、年間商品販売額および売場面積に個人経営の事業所を含みません。 

   また、「平成28年経済センサス-活動調査」においては、売場面積に個人経営の事業所を含み

ません。 

 

（２） 従業上の地位のうち雇用者の内訳について、「統計調査における労働者の区分等に関するガ

イドライン（平成27年5月19日 各府省統計主管課長等会議申合せ）」に基づき、「正社員、正職

員」、「正社員、正職員以外」から「無期雇用者」、「有期雇用者（1か月以上）」の区分に変

更を行っています。このため、雇用者の内訳については、時系列比較ができません。 

＜ガイドライン＞ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000777099.pdf 

 

（３） 調査対象事業所は、「国税庁法人番号公表サイト」の情報から過去の調査では捉えていない

外観からの確認では把握が困難な事業所を加えた調査名簿を基に調査を行いました。 

このため、従来の調査よりも幅広く事業所を捉えており、単純に比較ができません。 
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４ 本書における表記について 

（１）各年次に実施した統計調査名と各調査項目の調査時点および調査期間は次のとおりです。 

 

調査年次 統計調査名 

事業所数、従業者数等 

（経理事項以外） 
年間商品販売額 

調査時点 調査期間 

平成６年

（1994 年） 
平成６年商業統計調査 平成６年７月１日現在 

平成５年７月～ 

平成６年６月 

平成９年

（1997 年） 
平成９年商業統計調査 平成９年６月１日現在 

平成８年６月～ 

平成９年５月 

平成 11 年

（1999 年） 
平成 11 年商業統計調査 平成 11 年７月１日現在 

平成 10 年４月～ 

平成 11 年３月 

平成 14 年

（2002 年） 
平成 14 年商業統計調査 平成 14 年６月１日現在 

平成 13 年４月～ 

平成 14 年３月 

平成 16 年

（2004 年） 
平成 16 年商業統計調査 平成 16 年６月１日現在 

平成 15 年４月～ 

平成 16 年３月 

平成 19 年

（2007 年） 
平成 19 年商業統計調査 平成 19 年６月１日現在 

平成 18 年４月～ 

平成 19 年３月 

平成 24 年

（2012 年） 

平成 24 年 

経済センサス-活動調査 
平成 24 年２月１日現在 平成 23 年１～12 月 

平成 26 年

（2014 年） 
平成 26 年商業統計調査 平成 26 年７月１日現在 平成 25 年１～12 月 

平成 28 年

（2016 年） 

平成 28 年 

経済センサス-活動調査 
平成 28 年６月１日現在 平成 27 年１～12 月 

令和３年

（2021 年） 

令和３年 

経済センサス-活動調査 
令和３年６月１日現在 令和２年１～12 月 
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（２）「Ⅱ 結果の概要」では産業小分類名を次のとおり省略して用いています。 

 

番号 省略表示 産業小分類名 

卸売業 

501 各種商品 各種商品卸売業 

511 繊維品 繊維品卸売業（衣服，身の回り品を除く） 

512 衣服 衣服卸売業 

513 身の回り品 身の回り品卸売業 

521 農畜・水産物 農畜産物・水産物卸売業 

522 食料・飲料 食料・飲料卸売業 

531 建築材料 建築材料卸売業 

532 化学製品 化学製品卸売業 

533 石油・鉱物 石油・鉱物卸売業 

534 鉄鋼製品 鉄鋼製品卸売業 

535 非鉄金属 非鉄金属卸売業 

536 再生資源 再生資源卸売業 

541 産業機械 産業機械器具卸売業 

542 自動車 自動車卸売業 

543 電気機械 電気機械器具卸売業 

549 その他の機械 その他の機械器具卸売業 

551 家具・建具 家具・建具・じゅう器等卸売業 

552 医薬・化粧品 医薬品・化粧品等卸売業 

553 紙・紙製品 紙・紙製品卸売業 

559 その他 他に分類されない卸売業 

小売業 

561 百貨店、総合スーパー 百貨店、総合スーパー 

569 その他の各種商品 
その他の各種商品小売業（従業者が常時 50

人未満のもの） 

571 呉服・服地・寝具 呉服・服地・寝具小売業 

572 男子服 男子服小売業 

573 婦人・子供服 婦人・子供服小売業 

574 靴・履物 靴・履物小売業 

579 その他の衣服等 その他の織物・衣服・身の回り品小売業 

581 各種食料品 各種食料品小売業 

582 野菜・果実 野菜・果実小売業 

583 食肉 食肉小売業 

584 鮮魚 鮮魚小売業 

585 酒 酒小売業 

586 菓子・パン 菓子・パン小売業 

589 その他の飲食料品 その他の飲食料品小売業 
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番号 省略表示 産業小分類名 

591 自動車 自動車小売業 

592 自転車 自転車小売業 

593 機械器具 機械器具小売業（自動車，自転車を除く） 

601 家具・建具・畳 家具・建具・畳小売業 

602 じゅう器 じゅう器小売業 

603 医薬・化粧品 医薬品・化粧品小売業 

604 農耕用品 農耕用品小売業 

605 燃料 燃料小売業 

606 書籍・文房具 書籍・文房具小売業 

607 スポーツ・娯楽用品 
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小

売業 

608 写真機・時計・眼鏡 写真機・時計・眼鏡小売業 

609 その他 他に分類されない小売業 

611 通信・訪問販売 通信販売・訪問販売小売業 

612 自動販売機 自動販売機による小売業 

619 その他の無店舗小売 その他の無店舗小売業 

 


